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現代アフリカにおける土地と権力 
――土地法改革と急激な農村変容
武内　進一
（現代アフリカ地域研究センター）
 
 1990 年代以降、アフリカ諸国の多くが土地法改革を実施した。土地法改革の基本的な方向
性は、個人や集団の権利を明確化するものだった。これにより多くの国で土地登記を簡便化する政策
が採られ、政府がシステマティックな土地登記を実施した国もある。本報告は、この土地法改革が何
をもたらしたのかを幾つかの事例研究に基づいて考察する。
 1990 年代以降アフリカの多くの国々で土地改革がなされたが、表１に示すようにそのほと
んどは法制度改革であった。この時期にアフリカで土地法改革が実施された背景として、国際要因と
国内要因のそれぞれが重要である。国際要因としては、ドナーの政策に影響を与えた思想潮流を指摘
できる。アフリカの農業発展のために耕作者の権利強化が必要だという声は 1980 年代から高まって
いたが、冷戦終結後、所有権の確立こそ経済発展の要だという主張が影響力を強め、ドナーはこの方
向での土地法制度改革を積極的に支援するようになった。
 一方、国内要因としては、次の点を指摘することができる。まず、1980 年代以降進んだ経
済的自由化、また 90 年代以降の政治的自由化を受けて、開発の基本政策が再検討された。その中で
土地に関わる政策も、ドナーの影響を強く受ける形で見直された。ただし、アフリカ諸国が個別に有
する動機も土地法改革を推進させるうえで重要な意味を持った。独立以降社会主義的な思想に基づき
土地に対する政策的介入を行ってきた国々では、期待した成果が上がらず 1980 年代までに事実上従
来の政策を放棄しており、新たな土地政策を策定する必要性に迫られていた。また、1990 年代に頻
発した武力紛争の影響も重要である。武力紛争の結果、政権が交代したり和平協定が締結されて新た
な政治秩序が創出されれば、それに対応して新たな土地政策が求められたからである。政権交代の結
果、積極的な土地政策を実施するようになったルワンダは、その好例である。
 これら土地法改革は何をもたらしたか。2 点指摘したい。第 1 に、それが土地の商品化と
流動化を促進させたことである。表 2 に示す通り、大規模土地取引に関するデータベース「Land 
Matrix」によれば、近年アフリカでは大規模な土地取引が急速に進んでおり、取引対象の土地面積は、
可耕地全体と比べても相当な規模に達している。大規模な土地取引を促すのは、土地法改革そのもの
というよりも、マクロな経済政策の動向であり、積極的な外資導入政策が採用されると短期間に広大
な土地が取引の対象となった。ただし、土地法改革により土地権利が明確化されたことで、土地取引
が容易になり、この傾向に拍車がかかったことは疑いない。
 第 2 に、土地法改革は地方分権化政策と組み合わされて実施されたが、幾つかの政権はそれ
を利用して農村社会に対する統制力を強化した。ルワンダやエチオピア高地では、元反政府武装勢力
出身の政権与党が、土地法改革を通じて農村の資源に対するより実効的、効率的な統制を行いうるよ
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うになった。タンザニアやモザンビークの新土地法では、ローカル・コミュニティによる土地配分へ
の関与が制度化されたが、実態としては、政権与党の影響力が強まった。これらの国々では、土地法
改革によって国民の多くが土地権利証書を手にしたが、それは私的所有権の強化に寄与したというよ
り、むしろ国家 (あるいは政権与党 )による農村に対する統制力強化に寄与したのである。
 もっとも、土地法改革の結果にはかなりのバリエーションがある。ザンビアでは、土地法改
革によって伝統的指導者の土地配分権限が顕著に強化されたが、それが政権の基盤強化に直接つな
がったとは言い難い。土地法改革は土地配分に携わる国家や伝統的指導者の権力を強め、総じて既存
の秩序を強化した。ただし、それが政権の権力基盤強化をもたらすかどうかは、それぞれの国の政治
権力構造に依存して決まったと言える。
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表1　1990年代以降のアフリカ主要国における土地政策、土地法の変化
国名 1990年代以降の主要な土地政策、土地法
アンゴラ 土地法（Lei de Terras de Angola, 2004年）
ウガンダ 土地法（Land Act 1998, 1998年）
国家土地利用政策（National Land Use Policy, 2007年）
国家土地政策（The Uganda National Land Policy, 2013年） 
エチオピア 連邦農村土地管理布告（Federal Rural Land Administration Proclamation, 
1997年）
エチオピア連邦民主共和国農村土地管理・利用布告（Federal Democratic 
Republic of Ethiopia Rural Land Administration and Use Proclamation, 2005
年）
ガーナ 国家土地政策（Ghana Land Policy, 1999年）
土地法案審議中（2016年）
ガボン ガボン共和国の土地所有体制を定める 2012年 2月 13日付 No.5/2012
オルドナンスの批准に関する 2012年 8月 13日付 No.3/2012法（Loi 
n°3/2012 du 13 août 2012 portant ratification de l’ordonnance n°5/2012 du 13 
février 2012 fixant le régime de la propriété foncière en République gabonaise）
カメルーン 土地権利取得条件に関する 1976年 4月 27日付 No.76/165デクレの
条項について変更、補完する 2005年 12月 16日付デクレ（Décret n° 
2005/481 du 16 décembre 2005 modifiant et complétant certaines dispositions 
du décret n° 76/165 du 27 avril 1976 fixant les conditions d’obtention du titre 
foncier, 2005年）
ケニア 国家土地政策（National Land Policy, 2009年）
コートジボワー
ル
農村部の土地に関する 1998年 12月 23日付 No.98-750法（Loi n°98-750 
du 23 décembre 1998 relative au domaine foncier rural, 1998年）
2004年 8月 14日、2013年 8月 23日改正
ザンビア 土地法（Land Act, 1995年）
国家土地政策（National Land Policy）審議中（2016年）
シエラレオネ 国家土地政策（National Land Policy, 2015年）
ジンバブウェ 土地収用法（Land Acquisition Act, 1992年）
セネガル 農林牧畜業基本法（Loi d’orientation agro-sylvo-pastorale, 2004年）
土地不動産体制に関する 2011年 3月 30日付 No.2011-07法（Loi n° 
2011-07 du 30 mars 2011 portant régime de la propriété foncière）
タンザニア 国家土地政策（National Land Policy, 1995年）
土地法（Land Act, 1999年）
村落土地法（Village Land Act, 1999年）
国土土地利用枠組計画 2013～ 2033年（National Land Use Framework 
Plan 2013-2033, 2013年）
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ナミビア 農業（商業）用土地改革法（Agricultural (Commercial) Land Reform Act, 
1995年）
共有地改革法（Communal Land Reform Act, 2002年）
国家土地保有法（National Land Tenure Policy, 2005年）
ベナン 2013年 8月 14日付土地法（Loi No.2013-01 du 14 août 2013 portant code 
foncier et domanial en République du Bénin）
ブルキナファソ 農業土地再編に関する No. 014/96/ADP法（Loi nº 014/96/ADP portant 
réorganisation agraire et foncière au Burkina Faso, 1996年）　
農村土地制度に関する No.034-2009法（Loi No.034-2009/an portant ré-
gime foncier rural, 2009年）
ブルンジ 土地政策文書（Lettre de politique foncière, 2009年）
土地法改訂に関する 8月 9日付 No.1/13法（Loi No. 1/13 du 9 août portant 
révision du code foncier du Burundi, 2011年）
ボツワナ 国家土地政策（Botswana National Land Policy, 2002年）
マラウイ マラウイ国家土地政策（Malawi National Land Policy, 2002年）
マラウイ土地改革プログラム実施戦略（Malawi Land Reform Programme 
implementation strategy, 2003~2007年）
土地法案審議中（2016年）
南アフリカ 土地権利返還法（Restitution of Land Rights Act 22 of 1994, 1994年）
土地政策白書（While Paper on South African Land Policy, 1997年）
共有地権利法（Communal Land Rights Act 11 of 2004, 2004年）
南スーダン 土地法（The Land Act, 2009年）
モザンビーク 国家土地政策（Política Nacional de Terras, 1995年）
1997 年土地法（Lei de Terras, Lei no.19/97）
リベリア 土地委員会法（Land Commission Act, 2009年）
土地権利政策（Land Rights Policy, 2013年）
土地権利法案（Land Rights Bill）審議中（2016年）
ルワンダ 国家土地政策（National Land Policy, 2004年）
土地利用・管理に関する基本法（Organic Law No. 08/2005 of 14/07/2005 
Determining the Use and Management of Land in Rwanda, 2005年）
出所）筆者作成。
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表２　アフリカにおける土地所有の規模 
表２ アフリカにおける土地取引の規模
件数
交渉された規模
（1000ha）（A)
契約規模
（1000ha）
（B)
可耕地面積
(1000ha)（C)
人口密度
（人/平方
　　　ｷﾛ）
A/C
　(%)
B/C
　(%)
国土面積
(1000ha)(D)
A/D
 (%)
B/D
 (%)
アルジェリア 1 31 0 7,496 17 0% 0% 238,174 0% 0%
アンゴラ 27 541 186 4,900 20 11% 4% 124,670 0% 0%
ウガンダ 26 1,158 193 6,900 195 17% 3% 20,052 6% 1%
エジプト 10 180 164 2,738 92 7% 6% 99,545 0% 0%
エチオピア 118 3,881 1,411 15,119 99 26% 9% 100,000 4% 1%
ガーナ 54 3,087 969 4,700 120 66% 21% 22,754 14% 4%
ガボン 6 1,325 894 325 7 408% 275% 25,767 5% 3%
ガンビア 2 230 30 440 197 52% 7% 1,012 23% 3%
ギニア 8 2,639 210 3,100 51 85% 7% 24,572 11% 1%
ギニアビサウ 1 1 1 300 66 0% 0% 2,812 0% 0%
ケニア 26 962 317 5,800 81 17% 5% 56,914 2% 1%
コートジボワール 12 689 174 2,900 71 24% 6% 31,800 2% 1%
コンゴ共和国 8 2,618 2,148 550 14 476% 391% 34,150 8% 6%
コンゴ民主共和国 65 11,912 11,589 7,100 34 168% 163% 226,705 5% 5%
サントメ・プリンシペ 1 5 5 9 198 57% 57% 96 5% 5%
ザンビア 46 1,880 617 3,700 22 51% 17% 74,339 3% 1%
シエラレオネ 33 2,253 1,087 1,584 89 142% 69% 7,218 31% 15%
ジンバブウェ 9 589 413 4,000 40 15% 10% 38,685 2% 1%
スーダン 36 4,905 713 17,220 22 28% 4% 186,148 3% 0%
スワジランド 4 55 40 175 75 31% 23% 1,720 3% 2%
セネガル 31 902 310 3,250 79 28% 10% 19,253 5% 2%
タンザニア 67 1,521 357 13,500 60 11% 3% 88,580 2% 0%
中央アフリカ 2 14 14 1,800 8 1% 1% 62,298 0% 0%
チュニジア 2 19 3 2,853 71 1% 0% 15,536 0% 0%
ナイジェリア 57 1,818 840 34,000 200 5% 2% 91,077 2% 1%
ナミビア 15 117 30 800 3 15% 4% 82,329 0% 0%
ニジェール 4 35 31 15,900 16 0% 0% 126,670 0% 0%
ブルキナファソ 3 402 203 6,200 32 6% 3% 56,673 1% 0%
ベナン 9 360 250 2,700 96 13% 9% 11,276 3% 2%
ボツワナ 1 40 25 272 8 15% 9% 27,360 0% 0%
マダガスカル 47 3,584 607 3,500 42 102% 17% 58,180 6% 1%
マラウイ 13 315 142 3,800 183 8% 4% 9,428 3% 2%
マリ 28 1,330 446 6,411 14 21% 7% 122,019 1% 0%
南アフリカ 14 394 281 12,500 45 3% 2% 121,309 0% 0%
南スーダン 22 4,220 2,703 28,533 19 15% 9% 64,433 7% 4%
モーリシャス 2 4 4 75 622 5% 5% 203 2% 2%
モーリタニア 3 18 5 450 4 4% 1% 103,070 0% 0%
モザンビーク 134 4,704 2,699 5,650 36 83% 48% 78,638 6% 3%
モロッコ 7 720 704 8,045 77 9% 9% 44,630 2% 2%
リビア 1 40 0 1,720 4 2% 0% 175,954 0% 0%
リベリア 20 2,104 1,921 500 47 421% 384% 9,632 22% 20%
ルワンダ 7 118 26 1,183 471 10% 2% 2,467 5% 1%
計 982 61,717 32,764 242,697 25% 13% 2,688,148 2% 1%
注1)Land Matrix Global Observatory （http://landmatrix.org/en/）から2017年2月19日にデータをダウンロードして作成。
　2)可耕地面積と国土面積に関するデータはWorld Development Indicatorsから作成。2013年の値を利用した。
　3)人口密度はWorld Development Indicatorsの2015年の総人口データから計算した。
  4)モザンビークに関するデータのうちNo.2373は「交渉された規模」（intended size）が不明で「契約規模」
　　（contract size）のみデータが記載されていたため、それを「交渉された規模」データに代入した。
　5)スーダンと南スーダンの国土面積は、Central Intelligence Agency, The World Factbookに拠った。
　　（https://www.cia.gov/library/publications/resources/the-world-factbook/2016年12月1日閲覧）
